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バイデン政権の「一つの中国」政策と台湾海峡情勢 
法政大学教授 

福田 円 

米国でのバイデン政権発足に伴い、トランプ政権期の対台湾政策がどの程度変更される
のか、またそれによって台湾海峡にどのような機運が生まれるのかが注目された。筆者は、
トランプ政権期の対台湾政策のうち、「一つの中国」政策の曖昧な部分を具体化し、米国
が関与できる余地を拡大しようとする傾向は続くのに対し、「一つの中国」政策自体を否
定し、そうした行為を中国に対する政治的メッセージとして利用するような傾向は無くな
り、米国の対台湾政策は中国にとってトランプ政権期よりも対応しにくいものになるだろ
うと考えてきた 1。本稿では、まず、バイデン政権発足後約半年間の対台湾政策をトラン
プ政権期からの連続性と変化の視点から分析する。その上で、中国はこの変化にどのよう
に向き合おうとしているのかを分析したい。

トランプ政権期からの連続性
2020 年秋、新型肺炎が流行するなかでの米大統領選挙戦において、外交政策は主要な争

点ではなかったが、バイデン陣営は対台湾関与政策を後退させないというメッセージを積
極的に発信した。そのなかでも広く知られたのが、バイデンが投票日直前の 10 月 22 日に
現地の中華系紙である『世界日報』に行った投書である。この投書のなかで、バイデンは
中国との関係よりも先に台湾との関係に言及し、「太平洋の強国として、盟友と肩を並べ、
アジア太平洋地域が共有する繁栄、安全と価値を増進する。そのなかで、台湾という民主
的な政体、主要な経済体で、科学技術上も重要な地位を占める存在との関係を深化させる。
また、台湾は開放的な社会でありながら、新型コロナウイルスを有効に抑えることのでき
た輝かしいモデルである」と表明した 2。

実際、2021 年 1 月に発足したバイデン政権は、「一つの中国」政策自体を否定しない姿
勢を中国に対して示しつつも、同時に台湾への関与や支持を継続する姿勢を明確化した。
また、台湾周辺における中国軍の活動に対する抑止行動、双方の実務機関を窓口とした関
係強化、議会における台湾支援法案の制定など、いずれの側面においても、トランプ政権
期に加速した米台間の協力強化は基本的に継続している。 

1 福田円「中国から台湾への多様なパワーの行使と東アジア国際政治―『ポストコロナ』の中台関係」お
よび「質疑・応答」『中国研究月報』第 875 号（2021 年１月）12-25 頁。 
2 「拜登投書世界日報：為我們更繁榮的未來（2020 年 10 月 22 日）」世界新聞網
（https://www.worldjournal.com/wj/story/121468/4955258）、以下、特に断りがない限り、引用資料の
URL は 2021 年 8 月 20 日時点のものである。  
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台湾海峡における軍事的な抑止行動については、バイデン政権発足後もトランプ政権期
開始された米軍艦の定期的な台湾海峡通過などが基本的に継続されている。米大統領就任
式直後の1月23日、米国務省は13機の軍機を台湾の防空識別圏に侵入させた中国に対し、
台湾への圧力を停止し、対話に応じるよう呼びかけた 3。しかし、中国はその翌日にも 15
機の軍機を同空域に侵入させた。その後、2 月 3 日に米第七艦隊は、バイデン政権発足後
初めてとなる米駆逐艦の台湾海峡通過を公表した。同艦隊は 2 月 24 日、3 月 10 日、4 月 7
日、同 24 日、5 月 18 日、6 月 22 日、7 月 28 日と、トランプ政権期と同じくほぼ一月に一
度の頻度でミサイル駆逐艦の台湾海峡通過を公表している 4。台湾への兵器の売却につい
ても、バイデン政権は 8 月 4 日、同政権初となる台湾への兵器売却を発表した。その内容
は M109A6 自走砲 40 門など総額 7 億 2000 ドルで、昨年トランプ政権が２度にわたり発表
した兵器売却ほどのインパクトはないものの、同政権が台湾の防衛力向上に関与し続ける
姿勢を示す、堅実な売却案であった 5。 

台湾との直接的な関係については、中国側に「一つの中国」政策の逸脱だと取られない
よう注意しつつも、戦略的に重要な領域の関係強化が続いている。3 月 26 日、米国在台協
会と駐米台北経済文化代表処は「沿岸警備ワーキンググループの設置に関する覚書」を締
結し、米台間で沿岸警備協力や情報交換のためのワーキンググループを立ち上げた 6。こ
れは、中国の近年の軍事行動や海警法制定に見られるような、周辺海域のグレーゾーンに
おける攻勢に対応する狙いがあると見られている 7。続く、4 月 9 日、米国務省は台湾との
往来にかかる「対台湾交流準則」の改定を発表した。改訂された準則は公表されていない
が、前年の議会における「台湾保証法（Taiwan Assurance Act）」制定をうけ、米台双方の
官員が互いの政府機関を訪問できること（現職の総統、副総統、国家安全会議メンバーな
どは除く）、断交前の中華民国大使公邸で、現在は台北文化経済代表処所有の公館である
ツイン・オークスでの催しに米国官員が出席できること（国慶節などを除く）などが可能
になると報じられた 8。ただし、この準則改訂にはポンペオ前国務長官が 2020 年末にすべ

 
3 “PRC Military Pressure Against Taiwan Threatens Regional Peace and Stability (Jan. 23, 2021)” U.S. 
Department of State (https://www.state.gov/prc-military-pressure-against-taiwan-threatens-regional-
peace-and-stability/). 
4 米第七艦隊の動向については、以下の同艦隊 HP の過去のポストで確認できる。U.S. 7th Fleet
（https://www.c7f.navy.mil/Media/News/）。  
5 「拝登政府首次対台軍售 美国售台 40 門 M109A6 自走砲（2021 年 8 月 5 日）」中央社
（https://www.cna.com.tw/news/firstnews/202108050010.aspx?topic=3593）。 
6 “AIT and TECRO Sign MOU to establish a Coast Guard Working Group (Mar. 26, 2021)” American 
Institute in Taiwan (https://www.ait.org.tw/ait-tecro-mou-to-establish-coast-guard-working-group/). 
7 「台美 26 日簽海巡合作備忘錄 學者：反制中國擴張(2021 年 3 月 25 日)」中央社
（https://www.cna.com.tw/news/firstnews/202103250375.aspx）。 
8 「美國務院發布對台交往新準則！雙方可在駐美代表處、聯邦政府機構洽公（2021 年 4 月 10 日）」風傳媒
（https://www.storm.mg/article/3598366）。 
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ての規制を撤廃すると発表したことへの軌道修正の意味合いもあり、国務省は「一つの中
国」政策をより効果的に運用する改正だと説明した 9。 

議会における立法や議員を中心とする要人訪台も、「一つの中国」政策維持を強調しつ
つも、戦略的に重要な領域を強化するものとなっている。バイデン政権は 4 月半ば、中国
に気候変動問題を担当するケリー特使を派遣する一方で、「非公式」を謳いつつ、台湾に
はクリス・ドッド元上院議員、リチャード・アーミテージ元国務副長官、ジェームズ・ス
タインバーグ元国務副長官ら、引退後も台湾と縁の深い要人からなる訪問団を「台湾関係
法」42 周年記念という名目で派遣した 10。また、6 月 6 日には、台湾において新型コロナ
ウイルスへの感染者数増加、ワクチン供給不足への不安が広がるなか、現役の米上院議員
3 名を米軍輸送機で訪台させ、台湾へのワクチン供与を発表した 11。議会での立法につい
ては、4 月に上院外交委員会で中国との経済や人権分野における競争に関する法案で、台
湾との関係強化を盛り込む「2021 戦略的競争法案」がほぼ全回一致で可決された。同法案
は、米国が「一つの中国」政策を維持するとしつつも、政府機関に「他の外国に関与する
場合と同じ基準で」台湾政府へ関与するよう求めている 12。その後、同法案は「米国イノ
ベーション・競争法案」に組み込まれるかたちで 6 月に上院本会議を通過し、その過程で、
中国が台湾を侵攻する場合の経済・外交面の対抗措置を公表することなども加えられた 13。 
 
台湾海峡問題の国際化 

こうした単独での中国に対する警告や台湾への関与強化に加え、同盟国、特に日本と歩
調を揃えて、中国による現状変更に対抗する姿勢を示そうとしている点は、バイデン政権
の大きな特徴だと言える。こうした対台湾政策の輪郭は、政権発足前にアーミテージやナ
イらが発表した報告書『2020 年の日米同盟—グローバルな課題に対する対等な同盟』に既
に現れていた。このレポートの中でアーミテージらは、台湾への政治的、経済的な関与を
強化する上で、日本とのさらなる協力が必要となると指摘していた 14。 

 
9 “New Guidelines for U.S. Government Interactions with Taiwan Counterparts (Apr. 9, 2020)” U.S. 
Department of State (https://www.state.gov/new-guidelines-for-u-s-government-interactions-with-
taiwan-counterparts/). 
10 “Remarks by Ambassador Richard L. Armitage, former Deputy Secretary of State (Apr. 15, 2021)” 
American Institute in Taiwan (https://www.ait.org.tw/remarks-by-amb-armitage-former-deputy-secretary-
of-state/). 
11 “Remarks by Senator Tammy Duckworth (Jun. 6, 2021)” American Institute in Taiwan 
(https://www.ait.org.tw/remarks-by-senator-duckworth/). 
12 “Strategic Competition Act of 2021” U.S. Senate Committee on Foreign Relations 
(https://www.foreign.senate.gov/download/strategic-competition-act-of-2021). 
13 “United States Innovation and Competition Act of 2021” CONGRESS. GOV 
(https://www.congress.gov/bill/117th-congress/senate-bill/1260). 
14 “The U.S.-Japan Alliance in 2020 (Dec.7, 2020)” Center for Strategic and International Studies 
(https://www.csis.org/analysis/us-japan-alliance-2020). 
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政権発足後、3 月 12 日に行われた初の日米豪印首脳会談では、中国や台湾への直接的な
言及は無かったものの、「インド太平洋地域の平和と安定の支えとなる」ことが確認され
た 15。続いて、ブリンケン国務長官とオースティン国務長官は、3 月 16 日から日本、韓国
を歴訪し、日米安全保障協議委員会（日米「2＋2」）の共同文書には、中国による東シナ
海や南シナ海の現状変更への反対と並んで、「台湾海峡の平和と安定の重要性」が明記さ
れた 16。その日韓歴訪の帰路、ブリンケンは楊潔篪とアラスカにて米中外交トップ会談を
行ったが、公開された冒頭発言の応酬は激しいものであった 17。 

米中外交トップ会談後も、バイデン政権の「台湾海峡の平和と安定」をめぐる攻勢は続
いた。4 月半ばに、日本の菅首相が訪米し、日米共同声明には「２＋２」で表明された
「台湾海峡の平和と安定の重要性」に加え、「両岸問題の平和的解決を促す」ことを確認
した 18。そして、5 月初旬の主要７か国（G７）外相会談、5 月下旬の米韓首脳会談、6 月
中旬の G７首脳会談および米 EU 首脳会談においても、「台湾海峡の平和と安定の重要性」
が共同声明において確認された 19。さらには、5 月末に開催された日 EU 首脳協議、6 月初
旬の日豪「２＋２」など、米国が加わっていない場においても、「台湾海峡の平和と安定
の重要性」や「両岸問題の平和的解決を促す」ことが確認された 20。 

冷戦終結後、台湾海峡の安全保障環境に各国が懸念を示すのは、1996 年のいわゆる第三
次台湾海峡危機、2005 年の中国「反国家分裂法」制定前後に続き３度目だと位置付けるこ
とができる。これまで、「台湾海峡の平和と安定」にしても、「両岸問題の平和的解決」に
しても、米国とその同盟諸国が一方的に訴えてきた訳ではなく、中国政府もこれらの諸国

 
15 「日米豪印首脳テレビ会議(2021 年 3 月 13 日)」外務省
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/fp/nsp/page1_000939.html）。 
16 「日米安全保障協議委員会（日米「2＋2」、2021 年 3 月 16 日）」外務省
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/na/st/page1_000942.html）。 
17 「米中外交トップ会談、異例の応酬 冒頭発言全文（上・下）」『日経新聞』2021 年 3 月 23 日、24
日。 
18 「日米首脳共同声明（2021 年 4 月 16 日）」外務省 HP
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/na/na1/us/page1_000948.html）。 
19 “G7 Foreign and Development Ministers’ Meeting Communiqué (May 5, 2021),” 外務省
（https://www.mofa.go.jp/fp/pc/page6e_000238.html）, “U.S.-ROK Leaders’ Joint Statement (May 21, 
2020)” White House (https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2021/05/21/u-s-
rok-leaders-joint-statement/), “Carbis Bay G7 Summit Communique (June 13, 2021)” White House 
(https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2021/06/13/carbis-bay-g7-summit-
communique/), “U.S.-EU Summit Statement (June 15, 2021)” White House 
(https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2021/06/15/u-s-eu-summit-
statement/). 
20 “Japan-EU Summit 2021 Joint Statement (May 27, 2021)” 外務省 
(https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100194617.pdf), “Ninth Japan-Australia 2+2 Foreign and Defense 
Ministerial Consultations Joint Statement (Jun.9, 2021)” 外務省
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100198963.pdf）. 
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とその重要性を確認しあってきた。特に、2000 年代半ばに台湾の陳水扁政権がいわゆる
「法的な台湾独立（法理台独）」を推進した時期、中国政府は「反国家分裂法」を制定し
つつ、諸国と積極的に「平和と安定」や「平和的解決」の重要性を再確認し、陳水扁政権
こそがこれらの前提に挑戦する「トラブルメーカー」であるとの主張を展開することで、
「台湾独立」を封じ込めようとした 21。 

このように「台湾海峡の平和と安定」や「問題の平和的解決」は、中国自身も各国と共
有してきた前提である。実のところ、昨年 5 月の「反国家分裂法」制定 15 周年記念大会に
おける栗戦書の講話なども、「『台湾独立』勢力の誤った判断が台湾海峡の平和と安定を著
しく損なっている」との主張を展開している 22。ところが、中国と欧米民主主義諸国の関
係が変化しつつあることや、蔡英文政権が「台湾独立」だと見做されないよう慎重な姿勢
を保っていることを背景に、今回の諸国による「平和と安定」や「平和的解決」の呼びか
けは、中台双方ではなく、中国一方に対して行動の自制を促すものとなっている 23。これ
に対し、中国側は「台湾海峡の平和と安定」を損なったのは「台湾独立」勢力であるとい
う論理を崩さず、反発を強めている。 
 
習近平政権の反応 
 もっとも、諸国が「台湾海峡の平和と安定」や「問題の平和的解決」を訴える背景には、
トランプ政権末期までに台湾周辺における中国の軍事活動が、米国やその同盟諸国が看過
できない程度にまで活発化していたという状況がある。特に 2020 年を通じて、コロナ危
機の下で米中関係と中台関係がともに緊張し、米台協力が強まるなか、中国の台湾海峡に
おける軍事活動はエスカレートした。2020 年 2 月に副総統当選者である頼清徳氏が訪米し
た際には、H-6 爆撃機などの中国軍機が台湾海峡の中間線を超え、台湾事務弁公室と国防
部がそれぞれ「台湾独立」への警戒感を示し、民進党は「火遊びをするな」と警告する声
明を出した。これに対し、米軍は海軍艦艇だけでなく、台湾周辺への軍機派遣も公表し、

 
21 例えば、「堅決遏製『台独』分裂活動維護台海地区和平穏定継続爭取両岸関係朝著和平統一的方向発展
—賈慶林在江澤民同志『為促進祖国統一大業的完成而継続奮闘』重要講話発表十周年紀念会上的講話」
『人民日報』2005 年 1 月 29 日など、国内の台湾問題に関わる重要講話でも、「台湾地区の平和と安定」
を擁護するために「台湾独立」に反対するという論理が展開されていたし、「第八次中欧領導人会晤聯合
声明（2005 年 9 月 5 日）」『人民日報』2005 年 9 月 6 日など、この時期の欧米諸国との共同声明では、両
論併記ではあるが「一つの中国」政策とあわせて「台湾問題の平和的解決」の重要性を確認している。 
22 「『反分裂国家法』実施 15 周年座談会在京隆重挙行 栗戦書出席並発表講話」『人民日報』2020 年 5 月
30 日。 
23 この点に関しては、松田康博「日本外交的平衡感」『自由時報』2021 年 5 月 23 日の解説が分かりやす
い。松田は、「両岸問題の平和的解決」の前に、2005 年は「対話を通じて」という文言が置かれていた
が、今回は置かれていないことに、米国が現在抑制したいのは中国一方であって、台湾ではないことが現
れていると説明している。 
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解放軍の行動を牽制した 24。 
2020 年夏には、アザー米厚生長官が訪台した 8 月 10 日、およびクラック米国務次官補

が訪台した 9 月 18 日に、中国軍機が再び台湾海峡中間線を超えた。特に、台湾国防部の発
表によると、9 月 18 日には 18 機、19 日には 19 機と、過去最多の軍機が台湾の防空識別
圏に侵入、台湾海峡の中間線を超えて、領空に接近した 25。しかも、9 月 19 日に台湾空軍
から無線警告を受けた解放軍の飛行員が「台湾海峡中線はない」と回答したのに続き、外
交部と台湾事務弁公室のスポークスマンもそれぞれ「台湾海峡中間線は存在しない」との
認識を示した 26。こうした「台湾海峡中間線」無効化の主張に加え、中国軍機の活動区域
は台湾西南部の空域に収斂しており、中国が台湾島東側の海空域への進出を視野に入れて
いること、そのためにも東沙島の奪取作戦を行う可能性があることなども指摘される状況
となっていた 27。 

バイデン政権発足後、米国とその友好諸国による台湾海峡情勢に対する懸念表明をうけ
て、中国の行動には変化が見られるだろうか。先述のように、バイデン大統領就任直後に
中国軍機の台湾防空識別圏侵入が続いたが、この時の軍機の数は前年 9 月を上回ってはい
なかった。その後、中国が軍機の数を増やしたのは、米台間で「沿岸警備に関する覚書」
が締結された 3 月 26 日であり、20 機が台湾の防空識別圏に侵入した 28。さらに、米国の
「対台湾交流準則」改定後、4 月 12 日に 25 機の中国軍機が台湾の防空識別圏に侵入した
29。ところが、日米共同声明以降続いた諸国の一連の懸念表明に対して、中国は外交部ス
ポークスマンによる抗議などは行なったが、逐一軍事的な対抗措置を取った訳ではない。
台湾の防空識別圏に侵入した中国軍機が再び過去最多を記録したのは、G7 首脳会談が行
われた 6 月 15 日の 28 機であったが、この日には米台間で中断していた経済協定交渉の再
開に関する発表もあった 30。このように、1 日に台湾の防空識別圏に侵入する軍機の数は
増えているものの、米台協力進展のタイミングと連動する傾向が強く、昨年のように台湾
海峡中間線を意図的に超え、その存在を否定するような動きも見られていないことは注目
されるべきであろう。 

 
24 洪子傑「2020 年上半年解放軍台海周辺動態観察」『国防安全双週報』第 6 期、9-17 頁。  
25 洪子傑「近期共機多架次逾越台海中線之簡析」『国防安全双週報』第 13 期、19-26 頁。 
26 「外交部譴責陸『不存在海峡中線』説 要求停止拡張主義」『聯合報』2020 年 9 月 21 日。 
27 門間理良「緊迫化する台湾本島周辺情勢（2）高まる東沙諸島・バシー海峡の重要性」『NIDS コメンタ
リー』第 124 号（2020 年 6 月 16 日）。 
28 「我西南空域空情動態（2021 年 3 月 26 日）」中華民国国防部
（https://www.mnd.gov.tw/NewUpload/202103/0326-我西南空域空情動態(中英文版)_001110.pdf）。 
29 「我西南空域空情動態（2021 年 4 月 12 日）」中華民国国防部
（https://www.mnd.gov.tw/NewUpload/202104/0412 我西南空域空情動態(中英文版)-更新版
21_530884.pdf）。 
30 「我西南空域空情動態（2021 年 6 月 15 日）」中華民国国防部
（https://www.mnd.gov.tw/NewUpload/202106/0615 我西南空域空情動態(中英文版)_090124.pdf）。 



公益財団法人日本国際フォーラム 
 

上記に加えて、軍事行動と呼応するかたちで、中国から米国や台湾に発せられる「警告」
の内容にも変化が見られる。習近平政権は、バイデン政権発足後も米中関係に大きな変化
は訪れないとの冷静な見通しを持ちつつも、トランプ政権期よりは対話が可能となること
を期待しているように見える。バイデン政権発足前後には、中国において「知米派」とし
て知られる知識人が、米中対話の必要性や意義を訴える論考を発表した 31。また、習近平
とバイデンの電話会談後でさえも、『人民日報』の「鐘声」は「米中関係の健康で安定的
な発展を推進すべき」との社説を発表し、新政権が「トランプ政権の誤った反中的政策」
を改め、米中関係を「正常な軌道に戻す」ことへの期待を示した 32。その後、解放軍が台
湾の防空識別圏に過去最多の軍機を侵入させるたびに、国務院台湾事務弁公室は記者会見
にて原則論を繰り返している。しかし、その内容にはトランプ政権末期のように、特定の
集団や人物、事象を攻撃したり、辱めたりする類の過激さは見られない 33。 

 
台湾海峡情勢の展望 

台湾海峡情勢は今後どのように展開していくだろうか。諸国の懸念表明をうけて、解放
軍が一旦はじめた軍事行動を急速に縮小したり、停止したりすることは考え難い。また、
解放軍が台湾へ軍事侵攻する可能性についても、共産党が武力行使を放棄していない限り
完全に否定することはできない。しかし、当面の間、習近平政権は台湾との「統一」より
も「統一促進」に照準を合わせ、武力行使以外の手段に力を入れると予測できる。中国共
産党 100 周年記念大会における習近平演説でも、台湾問題では従来通り「一つの中国」原
則と「92 年コンセンサス」を堅持しつつ「祖国の平和統一プロセスを推進」することと、
「台湾独立」を「粉砕」する意思と能力が確認されるにとどまった 34。2019 年以降、習近
平自身の台湾問題に関する発言が目立って少ないことや、それ以外の幹部により発表され
た講話の内容などを考慮すると、「台湾版一国二制度」や「武力使用」の不放棄に言及し
た 2019 年 1 月の重要講話は、依然として党の対台湾工作において「重要な指針」と位置づ
けられるものの、やや例外的な存在となりつつあるように見える 35。 

 
31 例えば、王緝思「相互了解能緩解中美矛盾？(2021 年 2 月 8 日)」澎湃新聞
（https://www.thepaper.cn/newsDetail_forward_11258784）。 
32 「応当推動中美関係健康稳定発展（鍾声)」『人民日報』2021 年 2 月 14 日。 
33 前段落で示した軍機の数が過去最高を記録した 3 月 26 日
（http://www.gwytb.gov.cn/xwdt/xwfb/wyly/202103/t20210326_12341108.htm）、4 月 13 日
（http://www.gwytb.gov.cn/xwdt/xwfb/wyly/202104/t20210413_12345104.htm）は国務院台湾事務弁公
室スポークスマンが、米台関係強化に対する抗議を表明した。5 月 15 日には台湾事務弁公室は特定の意
思表明を行わず、翌 16 日に G７首脳会談、米台経済交渉の再開、日本の参議院における台湾の WHO 加
盟支持決議など、複数の案件に対する抗議が発表された。 
34 「慶祝中国共産党成立 100 周年大会隆重挙行習近平発表重要講話(2021 年 7 月 1 日)」中華人民共和国
中央人民政府（http://www.gov.cn/xinwen/2021-07/01/content_5621846.htm）。 
35 2019 年 1 月の習近平講話については、「習近平：在『告台湾同胞書』発表 40 周年紀念会上的講話」中
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 おそらく、習近平政権は軍事示威も含む様々な分野における台湾への影響力行使の試み
を継続し、これらが台湾との「統一促進」に寄与しているという内外への宣伝工作を拡大
するであろう 36。特に、自らの三選が決定する党大会を来年に控える習近平にとっては、
「統一促進」を示す実績こそが必要なのであって、台湾海峡において諸外国との間に危機
的状況を招くことは合理的でない。加えて、習近平政権はそうした影響力工作の過程で、
実際には台湾との「統一促進」よりも、「一つの中国」の枠組みに台湾を拘束することに
重きを置かざるを得ないだろう。台湾においては、現在収束しつつある新型コロナウイル
ス流行とワクチン供給不足の危機に続き、コロナ流行の影響で年末に延期された公民投票、
来年末の統一地方選挙、その約一年後には総統と立法委員のダブル選挙と重要な政治日程
が控えている。蔡英文総統は 2024 年に再出馬できないため、民進党内の勢力争いや政策
論争が活発化し、野党からの攻勢も強まり、米国をはじめとする関係諸国はそれらの行方
を注視するだろう。そのなかで、台湾が「一つの中国」の枠組みからさらに離れていくよ
うな状況の出現を防ぐことが、習近平政権にとっては依然として最も重要な課題とならざ
るを得ない。 
 バイデン政権はトランプ政権よりも予測可能性が高く、「一つの中国」政策から逸脱す
る可能性は低いという評価が、中国国内でも定まってきている。その結果、習近平政権の
対台湾政策は、台湾海峡において米国や諸外国との間に危機を招くような行動は回避し、
「統一促進」の実績を積み重ねることに軸足を移す可能性が高い。そうであれば、台湾海
峡における軍事的な緊張はやや緩和へと向かうが、それと反比例するように、台湾への直
接的、間接的な働きかけ、あるいは国際空間における政治攻勢や情報操作など、非軍事的
な攻勢が強まることが予想される 37。米国やその同盟諸国にとっては、中国が武力を使用
した「統一」に踏み切る場合の備えも重要であるが、こうした非軍事的な攻勢に直面する
台湾といかに問題を共有し、対応するのかを模索することも重要となってこよう。 
 

 
国共産党新聞網（http://cpc.people.com.cn/n1/2019/0102/c64094-30499664.html）、それ以降の習近平
や他の指導部の台湾問題に関する講話については、福田円「習近平政権の対台湾工作—その現状と展望」
『交流』第 961 号（2021 年 4 月号）1-6 頁にて分析した。 
36 習近平政権の対台湾影響力工作については、福田円「中国の台湾に対するパワーの行使—習近平政権の
特徴とその変遷」『問題と研究』2020 年 7.8.9 月号、74-105 頁にて論じた。 
37 米国や台湾の研究者のなかでも、中国の台湾への武力侵攻の可能性を指摘する議論や論考が増える一方
で、このような議論を展開する者も多い。例えば、Bonnie S. Glaser, “The United States’ Strategic 
Competition with China (Jun.8, 2021)” A Testimony at the Senate Armed Services Committee 
(https://www.armed-services.senate.gov/hearings/the-united-states-strategic-competition-with-china) and 
Nien-chung Chang-Liao and Chi Fang, “The Case for Maintaining Strategic Ambiguity in the Taiwan 
Strait,” The Washington Quarterly, 44:2 (2021), pp. 45-60. 


